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1. はじめに 
 

 
1.1 「水害版企業 BCP」とは 

「BCP」とは、Business Continuity Plan（事業継続計画）の略称である。 

具体的には、災害時に企業が被災し、使える人やモノ・情報に制約がある中で、一日でも早く

日常の業務をできるようにするため、優先的に実施すべき対応を特定し、それを実現するために

必要な手順や資機材、人員等を明らかにし計画としてとりまとめるものである。 

今回作成する「水害版企業 BCP」は、浸水により施設や組織、人員が被災した状況を想定した

計画である。水害版企業 BCP を作成し、水害時に迅速かつ適切な対応をできるようにすることで

以下が期待できる。 

 

 

 

 

1.2 「基本シート」を使った「水害版企業 BCP」作成 

本マニュアルは、国土交通省熊本河川国道事務所考案のエクセルファイル「基本シート」を活

用し、各企業の「水害版企業 BCP」作成を支援するものである。図 1 に「基本シート」を活用し

た「水害版企業 BCP」のアウトプットイメージを示す。 

後述する気候変動の影響もあり、水害リスクは高まりつつある。そのため、時間をかけて詳細

なものを作成するのではなく、いつ起こってもおかしくない水害に対応できるよう、『浸水時に何

をやるか』『誰がやるか』『いつするか』を工程表形式（タイムライン形式）で見える化すること

を主眼にしている。 

また、BCP の作成にあたっては、本来、時間帯や従業員の出勤の有無等に応じ複数の状況下で

の対応を検討すべきであるが、ここでは、以下の 2 ケースの状況を想定し作成することとする。 

本マニュアルを参考として、まず「水害版企業 BCP」を作成し、実際の水害対応や訓練での運

用を通して有効性や使い勝手を検証し、その結果を踏まえ内容を拡充していくことが望ましい。 

 

 

 

図 BCP 導入による事業復旧効果 

※水害対応版 BCP 作成のポイント（国土技術研究センター）に一部加筆 
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図 1 「基本シート」を使った「水害版企業 BCP」のアウトプットイメージ 
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1.3 「水害版企業 BCP」をめぐる状況 

1.3.1 気候変動の影響 

近年、世界的に気候変動の影響が顕

在化している。この、気候変動の影響

により、2040 年頃には降雨量が約 1.1

倍、流量が約 1.2 倍、洪水発生頻度が

約 2 倍に増加すると見込まれており、

これから水害の更なる頻発化・激甚化

が懸念される。 

 
出典：流域治水の自分事化に向けた論点整理 

（https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/suigairisk2/dai01kai/pdf/shiryou2-1.pdf） 
図 2 気候変動による影響について 

1.3.2 「流域治水」とは 

近年頻発する水災害の甚大な被害を受け、2020 年国土交通省では、水災害対策のあり方を従

来のものから、「流域治水」へと大きく方向転換した。 

この「流域治水」とは、気候変動の影響による水災害の激甚化・頻発化等を踏まえ、堤防の整

備、ダムの建設・再生などの対策をより一層加速するとともに、集水域（雨水が河川に流入する

地域）から氾濫域（河川等の氾濫により浸水が想定される地域）にわたる流域に関わるあらゆる

関係者が協働して水災害対策を行う考え方である。 

住民や企業などが自らの水災害リスクを認識し、自分事として捉え、主体的に行動することに

加え、さらに視野を広げて、流域全体の被害や水災害対策の全体像を認識し、自らの行動を深化

させることで、流域治水の取組を推進することが重要であり、企業 BCP も流域治水の取組の一

つである。 

 
出典：「流域治水」の基本的な考え方 

（https://www.mlit.go.jp/river/kasen/suisin/pdf/01_kangaekata.pdf） 

図 3 流域治水の概要 
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2. BCP 作成にあたって 

 

2.1 作成手順 

「本マニュアル」では、以下に示す４つのステップで「水害版企業 BCP」を作成する流れとし

ている。 

 

図 4 水害版企業 BCP 作成の流れ 

「ステップ 1：洪水時に発生する重大な被害を予想」では、公表されている各種浸水リスク資料

を参考に、企業及びその周辺での浸水状況を把握したうえで、洪水時に発生する被害を予想する。 

「ステップ 2：被害に対し、何を優先的にやるべきか考える（重要な対応）」では、予想した被

害に対し、災害時に人やモノ、さらに時間にも制約があるなかで、何を優先的にやるべきか（重

要な対応）を考える。 

「ステップ 3：だれがやるか決める（役割分担）」では、優先対応事項について、誰が担当する

か、役割分担を明確にする。 

「ステップ 4：いつするか決める（タイミング）」では、優先対応事項に対し、洪水時の各レベ

ルでいつするかを決める。 

この４つのステップで「水害版企業 BCP」を作成する流れを次ページに示す。 

 

 

 
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図 5 「基本シート」を使った「水害版企業 BCP」作成の流れ 
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2.2 「水害版企業 BCP」メンバー 

「水害版企業 BCP」の作成に携わるメンバーとしては、作成する組織内の各部門の業務実態

を反映し、かつ組織全体の水害時の行動方針をまとめることが出来るように、組織全体の統括者

（所長、支店長等）と各部門の代表者（部長等）を含めることが望ましい。 

 

2.3 「水害版企業 BCP」作成の進め方 

「水害版企業 BCP」の作成にあたっては色々な形式があるが、通常業務の合間に、組織にお

ける水害のリスクや想定される被害の実態を共有したうえで、各部門の意見を出し合いながら計

画をまとめるやり方として、ワークショップ形式での進め方が考えられる。 

 

2.4 「水害版企業 BCP」作成の前提条件整理 

今回は前述したように、「就業時間前の営業中止の判断」と「就業時間中の対応」の 2 ケース

の BCP を作成することとしている。 

但し、各企業・組織において、施設内にいる従業員や来店者・利用者の状況は、例えば、「就業

時間内」と「就業時間外」等のように、曜日や時間帯により異なる。 

そこで、各組織の就業形態に応じ、水害発生時の時間帯を複数想定して、対応するケースを追

加して作成することが望ましい。 
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3. BCP の作成 
3.1 【ステップ１】洪水時に発生する重大な被害を予想する  

 

3.1.1 《ステップ１－１》地形や浸水に関する情報の整理 

BCP を作成する際に利用できる情報としては、以下に示すようなものが挙げられる。具体的

な情報の入手・活用方法は、【参考４】に示す。 

このうち、「水害版企業 BCP」に重要なものは「洪水浸水想定区域図」と「多段階浸水想定図・

水害リスクマップ」である。 

表 1 利用できる情報 

No. 名称 情報 提供元 活用方法 

1 
洪水浸水 
想定区域図 

最大浸水深分布 
浸水継続時間 

国土交通省 
（熊本河川国

道事務所） 

想定し得る最大規模の降雨に対し、最大

浸水深、水深 50 ㎝以上となる時間、家

屋倒壊の恐れのある範囲が確認できる。 

2 

多段階浸水

想定図 
水害リスク

マップ 

最大浸水深分布 
浸水の頻度 

国土交通省 
（熊本河川国

道事務所） 

【多段階浸水想定】：複数の降雨規模

（1/150～1/10 降雨規模）での最大浸水

深が確認できる。 
【リスクマップ】：目安の浸水深が発生

する頻度（何年に一度か）を確認できる。 

3 浸水ナビ 
浸水深の 
時間的変化 

国土交通省 

最大規模の洪水に対し、決壊地点毎の浸

水の時々刻々の広がり方を確認できる。 
複数の破堤地点ごとの浸水深を確認す

ることで、任意地点における最大浸水深

を把握することもできる。 

4 地理院地図 標高データ 国土地理院 
企業のある土地の標高（高さの数字）や、

周辺の土地の標高分布が確認できる。 

 

  

 

 

 

※参考４については、令和８年５月１９日時点の情報です。 
参照する際は、最新の内容をご確認ください。 
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「洪水浸水想定区域図」と「多段階浸水想定図・水害リスクマップ」の内容を以下に示す。 

 

出典：国土交通省資料に一部加筆 

図 6 洪水浸水想定区域図・多段階浸水想定図について 

また、今後、「内外水統合型水害リスクマップ」も整備されることから、これにより内水や支

川はん濫も見込んだ浸水リスクを考慮した「水害版企業 BCP」を作成することが可能となる。 

 
出典：国土交通省資料 

図 7 内外水統合型水害リスクマップについて 
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以上の「洪水浸水想定区域図」と「多段階浸水想定図・水害リスクマップ」を活用して、企

業がある場所での浸水深を確認する。 

 

図 8 「洪水浸水想定区域図」と「多段階浸水想定図・水害リスクマップ」による浸水深の確認 
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3.1.2 《ステップ１－２》企業や周辺での浸水リスクの想定 

前述した「洪水浸水想定区域図」や「多段階浸水想定図」をもとに、組織や施設で想定される

人的被害、物的被害を抽出する。 

(1) AR ツールの活用 

この被害想定にあたっては、熊本河川国道事務所が所有するタブレットを使って、水害ハ

ザード発生の際に、どのような浸水が生じるかリアルタイム映像（現実風景）として確認す

ることができる。 

■タブレットを通じてリアルタイム映像を見る例 

 

■洪水時のリアルタイム映像例 
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（参考）Web 型浸水 AR ツール『FloodAR（フラッダー）～ここつかるばい AR～』について 

前項では、個別機種にアプリをインストールして使用するスタンドアロンアプリ型 AR ツール

を活用した浸水リスクの可視化を紹介した。しかしながら本ツールは、インストールに制限があ

ること、特定の機能（iPad Pro の LiDAR 機能）を必要とする等、不特定多数の人が浸水体験を

行うには制約が多い。 

そこでより多くの人が浸水体験を行えるよう、デバイスへのインストールが不要な Web 型 AR

ツール『FloodAR ～ここつかるばい AR～』を開発しており、以下 URL または 2 次元コードか

ら閲覧可能である。 

・URL：https://app.ctigp.jp/FloodAR/ 

 

・2 次元コード： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、他にも無料の AR ツールとして、国土交通省中部地方整備局木曽川上流河川事務所が公

開する浸水体験 AR（Apple Safari ブラウザのみの対応）がある。 

・URL：https://www.cbr.mlit.go.jp/kisojyo/portal_bousai/shinsui_taiken_ar/index.html 

 

・2 次元コード： 

 

■『FloodAR ～ここつかるばい AR～』使い方画面 
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(2) 浸水リスクの想定 

■人的被害について 

人命の安全確保は、想定される最大規模の洪水に対してなされるべきである。そこで人

的被害の想定は「洪水浸水想定区域図」をもとに行う。 

 

出典：浸水ナビ 

図 9 人的被害の想定イメージ 

■物的被害（家屋、設備、商品等）について 

物的被害も、可能ならば想定される最大規模の洪水に対応することが望ましい。しかし

想定最大規模の浸水深は数メートルに及ぶこともあり、現実的には対応が困難な場合が多

い。 

そこで「多段階浸水想定図」をもとに、1/10～1/150 までの各規模の浸水深を確認し、

浸水深、発生頻度、対策コスト等を踏まえ想定最大と多段階から外力を選択する。 

ただし、選択した規模以上の洪水が起こりうることを考慮する必要がある。 

  

図 10 物的被害の想定イメージ 

選択した規模の洪水に対し、ツールを活用し、例えば PC のような情報機器があるよう

な事業所では、何センチの浸水で電源部分が浸水するか、商品のある事業所（店舗）では、

何センチの浸水で商品が浸水するかを確認する。 
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また、自社建物の周辺道路についても、何センチの水深で通行不可となるか、車両が動

かなくなりそうかを確認する。 

 

図 11 事業所内の浸水シミュレーション例 

 

※参照（車の浸水深）：『水深が床面を超えたら、もう危険！』国土交通省 自動車局 審査・リコール課 

（https://www.mlit.go.jp/jidosha/carinf/rcl/carsafety_sub/carsafety033.html） 

図 12 周辺道路での浸水シミュレーション例 
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3.1.3 《ステップ１－３》具体的な被害項目の抽出 

前項の情報をもとに、大雨が降った際、具体的にどんな被害が起きるかを整理する。整理手順

を次ページに示す。 
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図 13 具体的な被害の抽出方法 
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3.2 【ステップ２】被害に対し、何を優先的にやるべきか考える（重要な対応） 

 

ステップ１の「浸水リスクと被害の確認」を踏まえ、水害発生時に必要となる対応事項を記載

する。 

まず、基本的な対応の方向性を「重要な対応」として記載し、それをもとに具体的な対応内容

を記載する。具体的な対応内容としては、平常時に実施すること（「事前対策」）と水害時に実施

すること（「事後対策」）に分けて記載する。 

また、水害時に出勤を中止することは従業員の安全確保につながるため、まず就業時間前の営

業中止の判断基準を定めることが重要である。 

次ページに対応基準事項を記載した例を示す。 

 

 

 
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図 14 対応事項記載の方法
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3.3 【ステップ３】だれがやるか決める（役割分担） 

 

BCP を確実に遂行するために、各業務に対応する担当と員数を確認し、確保可能か確認する。 

職員が店舗内にいる就業時間内だけでなく、職員が帰宅した就業時間後のケースも想定してお

く必要がある。以下に担当者配置の例を示す。 

 

 

 

 

 

図 15 担当者配置記載の方法

 

 

 
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3.4 【ステップ４】いつするか決める（タイミング） 

水害発生が予見される際に、どのような段階になったら BCP の重要業務を行うのか（BCP を発

動するのか）検討する。 

3.4.1 水害発生時の各段階について 

各重要業務を行う際の基準としては、以下のような気象庁・河川管理者・市町村長から発

令・発信される気象警報・注意報、洪水予報、避難指示情報等が考えられる。 

 

出典：内閣府防災情報ホームページ 

図 16 災害の各段階について 

 

  

 

 
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3.4.2 各段階に応じた実施のタイミング 

前述した水害の各段階に応じて、選定した重要業務を実施するタイミング（水害版企業

BCP の発動タイミング）を設定する。以下にタイミングの設定例を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 17 重要業務実施のタイミング（BCP 発動基準）設定の方法 

出典：気象庁ホームページ 
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3.4.3 情報の入手方法について 

防災情報の入手方法を以下の表に記載する。詳細な内容は参考５に示す。 

表 2 防災情報の入手方法 

 

 

 

 

 

 

※参考５については、令和８年５月１９日時点の情報です。 
参照する際は、最新の内容をご確認ください。 



４．さらなる対応 

22 
 

4. さらなる対応 
4.1 ボトルネックへの対応 

この章では BCP を遂行する際にボトルネックとなることが多い、「必要物資の不足」を解消す

るための具体的な検討手順を記載する。流れとしてはまず対策の目標を設定し、それに対応でき

るような物資とその数量を検討していくことである。 

 

4.1.1 対策の目標となる水害リスクの設定 

対策の目標とする水害リスクを具体的に設定する。 

『水害リスクマップ』『多段階浸水想定図』を活用すれば、“降雨の頻度・規模別に”どの

程度の浸水被害が想定されているかが分かる。 

これらを参考に、対策の実現性やリスクの程度、頻度等を総合的に判断し、対策の目標と

なるリスクの規模および浸水深を設定する。 

 

 
図 18 【参考】多段階浸水想定図での想定浸水深の例 
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4.1.2 必要となる物資 

特定されたボトルネックに対して、現時点で実施可能な対策・将来的に必要となる対策に

ついて検討する。 

現時点で解決できない場合でも、BCP にボトルネックを明記しておくことで、将来的な対

策に繋げることができる。 

 

①浸水防止に対する必要物資の抽出例 

■土のう 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：高松市 消防局ホームページ 

■止水板 

一般的には金属板にゴムの部品が取付けられ、この部分を建物の開口部と密着させて隙間

を塞ぐことで、水をせき止めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※）止水板はメーカー毎で規格が異なり止水可能高さも異なってくる。 

出典：脱着式止水板 | 快適空間設計工房｜文化シヤッター 

（https://bunka-s-pro.jp/product/shisui_03/） 
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■ボックスウォール 

・１ユニットずつジョイントして設置する。 

・土のうよりも軽量で扱いやすいため、人手や時間をかけることなく設置が可能である。 

・かかる水圧により固定され、水をせき止めできる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：工場の浸水対策、水害対策に止水板「Boxwall ボックスウォール」 

(https://www.kaiketsu-factory.com/product/boxwall/) 

 

4.2 そのほかの状況への対応 

今回検討した状況（例えば就業時間内）を踏まえ、就業時間外等、他の状況を考慮したものに

更新していく。 

 

4.3 複合災害への対応 

洪水に伴い発生する土砂災害や中小河川の浸水、内水に対しても考慮していく。また、地震等

への対応も想定していく。 
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5. 実際に作成した企業の声 
今回のタイムライン形式の「水害版企業 BCP」について、先行して作成した企業からは以下

の声が届いている。先行して作成した企業のワークショップ開催例を参考２、参考３に示す。 
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【参考１】事業継続力強化計画制度の活用 
事業継続力強化計画制度とは 

中小企業が策定した防災・減災の事前対策に関する計画を、経済産業大臣が『事業継続力強化

計画※1』として認定する制度。この制度は 2019 年 7 月から始まっており、認定を受けた中小企

業は、税制措置や金融支援、補助金の加点などの措置が受けられる。 

表 3 認定による企業へのメリット 

 
○中小企業庁※2 事業継続力強化計画 

（https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/antei/bousai/keizokuryoku.html） 
※１事業継続力強化計画は、災害時でも事業を止めない・早く再開するための備えを、中小企業向けに簡単にまと  

め、国が認定する制度。 

※2中小企業庁は、経済産業省の外局として、中小企業や小規模事業者の経営支援や制度づくりを行う国の機関。 

事業継続力強化計画制度の申請方法 

事業継続力強化計画の申請手続きを行う際には、電子申請システムを用いる。 

制度の申請に必要な項目を記入する際の本マニュアルの活用方法を図 19 に示す。 

No. 大項目 小項目 内容

1
ロゴマーク

の活用
ー HPや名刺等で認定のPRが可能

2
日本政策金融公庫による低利融資
（BCP資金）

貸付金利：設備資金・運転資金について、基準利率から最大0.9％引き
下げ
貸付限度額：中小企業事業7億2000万円
貸付期間：設備資金20年以内、長期運転資金10年以内

3 中小企業信用保険法の特例

保証限度額：
①普通保険…通常枠2億円、別枠2億円
②無担保保険…通常枠8000万円、別枠8000万円
③特別小口保険…通常枠2000万円、別枠2000万円
④新事業開拓保険…2億円⇒3億円（保証枠の拡大）
⑤海外投資関係保険…2億円⇒４億円（保証枠の拡大）

4 中小企業投資育成株式会社法の特例
通常の投資対象（資本金3億円以下の株式会社）に加えて、資本金額が
3億円を超える株式会社（中小企業者）も事業継続力強化計画の実行に
あたり、中小企業投資育成株式会社からの投資を受けることが可能

5
日本政策金融公庫によるスタンドバ
イ・クレジット

海外支店又は海外子会社が、日本政策金融公庫の提携する海外金融機
関から現地通貨建ての融資を受ける場合に、日本政策金融公庫による
債務の保証を受けることが可能（保証限度額：1法人あたり最大4億
5,000万円、融資期間 ：1～5年）

6 税制措置 中小企業防災・減災投資促進税制
事業継続力強化計画に記載された対象設備を、取得等をして事業の用
に供した場合に、特別償却16％が適用可能

7 ものづくり補助金

8 事業承継・M&A補助金（専門家活用枠）

9 中小企業省力化投資補助金（一般型）

10
小規模事業者持続化補助金（一般型・
通常枠）

11 小規模事業者持続化補助金（創業型）

12
地方公共団体による小規模事業者等支
援推進事業費補助金（災害救助法適用
時支援）

被災小規模事業者等の設備の復旧等に要する経費を補助

13
なりわい再建支援補助金（激甚災害
（本激）時支援）

被災事業者等の設備復旧等の費用を補助

14 あいおいニッセイ同和損害保険

15 AIG損害保険

16 共栄火災海上保険

17 セコム損害保険

18 損害保険 ジャパン

19 大同火災海上保険

20 Chubb損害保険

21 東京海上日動火災保険

22 日新火災海上保険

23 三井住友海上火災保険

24 全日本火災共済協同組合連合会

25 認定企業公表 ー 中小企業庁HPでの公表により、企業価値の向上が期待

金融支援

補助金の加点
措置及び補助金

損害保険料等
の割引

加点

保険料や共済掛金の割引

※本資料は令和 8 年 5 月 12 日現在の情報です。 
制度は変更される可能性がありますので、必ず最新の内容をご確認ください。 



５．実際に作成した企業の声 

 

27 

 

図 19(1) 水害版企業 BCP マニュアルの活用方法 
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図 19(2) 水害版企業 BCP マニュアルの活用方法  
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図 19(3) 水害版企業 BCP マニュアルの活用方法  
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図 19(4) 水害版企業 BCP マニュアルの活用方法  
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図 19(5) 水害版企業 BCP マニュアルの活用方法  
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図 19(6) 水害版企業 BCP マニュアルの活用方法  
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図 19(7) 水害版企業 BCP マニュアルの活用方法  
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図 19(8) 水害版企業 BCP マニュアルの活用方法  
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図 19(9) 水害版企業 BCP マニュアルの活用方法  
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図 19(10) 水害版企業 BCP マニュアルの活用方法  
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図 19(11) 水害版企業 BCP マニュアルの活用方法  
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図 19(12) 水害版企業 BCP マニュアルの活用方法  
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図 19(13) 水害版企業 BCP マニュアルの活用方法  
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図 19(14) 水害版企業 BCP マニュアルの活用方法  
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図 19(15) 水害版企業 BCP マニュアルの活用方法  
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図 19(16) 水害版企業 BCP マニュアルの活用方法 
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（参考）地震版 BCP について 

事業継続力強化計画の認定にあたっては、水害に加え、地震に関する内容を盛り込む必要があ

る。そのため、本ページでは地震版 BCP の内容を参考として記載する。 

地震版 BCP は、水害版企業 BCP と同様に、人命の安全確保を最優先としつつ、地震特有の被

害（建物倒壊、ライフライン寸断等）を踏まえて、事業継続および早期復旧に向けた対応を整理

した計画である。 

地震版 BCP 等に関する情報は、以下より確認できる。 

 

 地震版 BCP の概要 

 地震対策 BCP の必要性。オフィス・企業で取り組みたい地震対策（中小企業庁） 

URL：https://kyoujinnka.smrj.go.jp/knowhow/21.html 

 

二次元コード： 

 

 

 

 地震版 BCP の作成方法 

 中小企業の防災・事業継続の手引き（内閣府） 

URL：https://www.bousai.go.jp/kyoiku/kigyou/keizoku/pdf/bcp-manual.pdf 

 

二次元コード： 

 

 

 

 事業継続力強化計画の作成方法 

 ジギョケイの策定（中小企業庁） 

URL：https://kyoujinnka.smrj.go.jp/guidance/ 

 

二次元コード： 

 

 

 

 地震の内容を含めた事業継続力強化計画の作成例 

 ジギョケイの取組事例（中小企業庁） 

URL：https://kyoujinnka.smrj.go.jp/case/?category=all 

 

二次元コード： 
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【参考２】ワークショップ開催例① 
ワークショップを活用した「水害版企業 BCP」作成例 

ここでは実際にワークショップを活用して「水害版企業 BCP」を作成した例を示す。 

この例では、以下に示すように水害リスク勉強会、3回のワークショップ（WS）を通して「水

害版企業 BCP」を作成している。 

 

 

図 ワークショップを活用した「水害版企業 BCP」作成例① 
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水災害勉強会開催例 

■水害リスクの理解 

「水害版企業 BCP」のワークショップ開催に先立ち、緑川の水害リスクと流域治水の理解を

深めてもらう勉強会を開催している。 

水害リスクマップ（外水）より、対象店舗周辺は中高頻度（1/30）で浸水する可能性があるこ

とを説明した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■対策の紹介 

事業の継続、早期復旧を図る対応策の一例として、止水や嵩上げ等の対策を紹介した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：財）国土技術研究センター（水害対応版 BCP 作成ポイント） 
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第１回ＷＳ開催例 

■浸水ハザードの確認、被害の想定 

水害版企業 BCP で想定する浸水として、箇所ごとの浸水頻度を示す水害リスクマップとあわ

せて、想定最大規模の浸水深、浸水継続時間を確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参照：緑川水系御船川洪水浸水想定区域図（想定最大規模）（平成 29 年 5 月）熊本河川国道事務所 

■被害の想定 

職員の持ち場において、「どのような浸水ハザードがあるか」、「どのような被害が想定される

か」を具体的にイメージして頂くために、タブレット端末による浸水 AR 画像で確認した。 

これまで考えた『浸水ハザード』『想定される被害』『基本方針』『必要となる対応事項』を職

員で話し合い、1 枚にまとめた。 
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■水害時の対応事項の抽出のグループワーク（統合・種類分け） 

２つのグループで抽出した対応事項を統合した結果が以下になる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２回ＷＳ開催例 

■重要業務の選定、ボトルネックの特定 

第 1 回ワークショップで抽出された対応事項を基に、水

害時の重要業務候補を提示し、各タイミング（事前、浸水

発生前、浸水発生後）で優先度の高い上位５つまでを重要

業務として選定した。 

選定した重要業務に対し、①担当する部課、②対応のタ

イミング、③対応に必要となる資機材や人員数（必要リソ

ース）、その他専門性の有無や事前（平時）に対応すべき内

容を議論した。 

 

 

 

 

 

 

 

  

重要業務（優先度上位１~５位まで）に対し、
担当部課、対応のタイミング、必要となる

資機材や人員数を記入

優先度の高いものを各タイミング
で上位１~５位まで順番を記入

現行の表にないものは追加可能
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■ＢＣＰ発動基準の決定 

水害発生が予見される際に、どのような段階になったら BCP の

重要業務を行うのか（BCP を発動するのか）検討した。 

各重要業務を行う際の基準：気象警報・注意報、洪水予報、避難

指示情報等。 

①従業員・来店客がいる時間帯（営業時間内）、②従業員のみいる

時間帯（営業時間外）、③従業員がいない時間帯（就業時間外）で、

BCP 発動基準を検討。 

【水害時に発令・発信される各種警報・注意報や情報とその入手方法（赤字は記入例）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ＢＣＰ発動基準の検討結果 

グループワーク結果より、発災前の各段階より水害に備えた重要業務の遂行が必要となっている。 

警戒レベル 1（気象情報の早期注意情報，台風情報に相当）から情報収集に着手する必要がある。 

⇒BCP の発動基準は「警戒レベル 1」相当 

 ※）BCP 発動によって直ちに通常業務の停止や閉店に至るわけではなく、来店客や社員の

安全確保・店舗被害の最小化に向けて洪水対応を始動するタイミング 

 

 

 

  

前に決めた浸水前の
重要業務（優先度上位
１~５位）をどのタイミン
グで行うか記載する
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第３回ＷＳ開催例 

■タイムライン形式による BCP 計画 

作成したタイムライン形式による水害版企業 BCP（第 1 版）を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ボトルネック対策検討例 

ボトルネックの対策検討では、対策の目標となる具体的な水害リスクを整理し、そのリスクに

対応できる資機材や人員について検討した。 
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【参考３】ワークショップ開催例② 
ワークショップを活用した「水害版企業 BCP」作成例 

ここでは参考２と同様に、ワークショップを活用して「水害版企業 BCP」を作成した二つ目

の事例を示す。 

この例では、以下に示すように水害リスク勉強会、4 回のワークショップ（WS）を通して「水

害版企業 BCP」を作成している。 

 

 

図 ワークショップを活用した「水害版企業 BCP」作成例② 
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水災害勉強会開催例 

■水害リスクの理解 

「水害版企業 BCP」のワークショップ開催に先立ち、白川の水害リスクと流域治水の理解を

深めてもらう勉強会を開催している。 

国土地理院の陰影起伏図と色別標高図より、店舗周辺は堤防沿いと比較して標高が低くなって

おり、川の水が流れ込みやすい地形であることを説明した。 

 

■BCP 作成の意義 

BCP を作成する意義として、SDGs との関連性を紹介した。 
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第１回ＷＳ開催例 

■浸水ハザードの確認、被害の想定 

水害版企業 BCP で想定する浸水として、箇所ごとの浸水頻度を示す水害リスクマップとあわ

せて、想定最大規模の浸水深、浸水継続時間や内水氾濫による浸水深を確認した。 

 

■被害の想定 

職員の持ち場において、「どのような浸水ハザードがあるか」、「どのような被害が想定される

か」を具体的にイメージして頂くために、タブレット端末による浸水 AR 画像で確認した。 

これまで考えた『浸水ハザード』『想定される被害』『基本方針』『必要となる対応事項』を職

員で話し合い、1 枚にまとめた。 

 

  



【参考３】ワークショップ開催例② 

53 
 

第２回ＷＳ開催例 

■基本方針の検討 

第 2 回ワークショップでは初めに、作成する BCP の基本方針について議論した。 

 

■対応事項の案出しと重要業務の選定 

第 1 回ワークショップで想定された被害を基に、水害時の対応事項を整理した。そして対応事

項の中から、各タイミング（事前、浸水発生前、浸水発生後）で優先度の高い上位５つまでを重

要業務として選定した（下表赤字が重要業務、表は抜粋）。 
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第３回ＷＳ開催例 

■ボトルネックの特定とＢＣＰ発動基準の決定 

ボトルネックの特定では、選定した重要業務に対して必要となる人員や資機材を明らかにし、

現時点で不足するものを抽出しました。また、BCP 発動基準の検討では、水害発生が予見され

る際に、どのような段階になったら BCP の重要業務を行うのか（BCP を発動するのか）検討し

ました。 

 

 

■ワークショップの整理結果（ＢＣＰ発動基準の決定） 

  

鶴屋百貨店での対応 
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第４回ＷＳ開催例 

■タイムライン形式による BCP 計画 

第 3 回ワークショップまでの検討結果を踏まえ、水害時に即時に確認できるようなタイムライ

ン形式の BCP を作成した。 

 

■ボトルネック対策検討例 

水害対応時にボトルネックとなる、初動対応の人員配置等について議論した。議論においては

まず主担当と必要となる人数を整理し、それぞれの部署の人数に合わせて配置を検討した。 
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【参考４】地形や浸水に関する情報入手方法 
（１）地理院地図（土地の標高や地形）  

１)情報の入手方法 

国土地理院が提供する地理院地図では、土地の標高や地形を確認することができる。 

 

２)情報の活用方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：地理院地図（https://maps.gsi.go.jp/） 
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（２）洪水浸水想定区域図（最大浸水深分布と浸水継続時間）  

１)情報の入手方法 

浸水深と浸水継続時間は、熊本河川国道事務所 HP の「洪水浸水想定区域図」で確認でき

る。降雨規模としては、想定最大規模（想定し得る最大規模の降雨）、計画規模（洪水防御に

関する計画の基本となる降雨）の 2 種類がある。 

 

２)情報の活用方法 

洪水浸水想定区域図を開き、事業所を拡大表示することで、想定最大規模（または計画規

模）の降雨時の浸水深や浸水継続時間を確認することができる。 

 

 

 

 

 

 

出典：洪水浸水想定区域図（https://www.qsr.mlit.go.jp/kumamoto/bousai/sinsuisoutei.html） 
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（３）浸水ナビ（浸水深の時間的変化）  

１)情報の入手方法 

国土交通省が運営する「浸水ナビ」では、堤防決壊（破堤）後、どこが・いつ・どのくらい

浸水するか、の変化をアニメーションやグラフで確認できる。 

 
２)情報の活用方法 

浸水状況の時間変化を見ることで、堤防決壊後何分で周辺の浸水が開始するかを確認する

ことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

浸水シミュレーションによる店舗周辺の浸水状況の時間変化 
想定最大規模（L2）の洪水が発生して店舗周辺の河川堤防が壊れた場合、 
10 分程度で周辺の浸水開始、2 時間半程度で浸水深は 3m を超える想定 
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また浸水ナビでは、画面上の破堤地点を選択していくことで、任意地点の最大浸水深を確

認することもできる。 

 

 

出典：浸水ナビ（https://suiboumap.gsi.go.jp/） 
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（４）多段階の浸水想定、水害リスクマップ  

１)情報の入手方法 

想定最大規模や計画規模以外の降雨規模に関しては、熊本河川国道事務所 HP の「多段階

浸水想定図・水害リスクマップ」にて確認できる。 

 

 
２)情報の活用方法 

水害リスクマップでは、どんな頻度で浸水被害が想定されているかが分かるため、対策の

目標とする水害リスクを具体的にイメージすることができる。後述するボトルネックへの対

応で使用する。 

 
出典：多段階浸水想定図・水害リスクマップ 

（https://www.qsr.mlit.go.jp/kumamoto/bousai/tadankaisinsuisouteizu.html） 

 

 
 

 
 

 ※大きいほど低頻度

 
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【参考５】防災情報の入手方法  
入手できる情報①（気象情報・防災情報：気象台 HP） 

■熊本地方気象台ホームページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：熊本地方気象台（https://www.jma-net.go.jp/kumamoto/） 

入手できる情報②（気象情報・防災情報：テレビ） 

■テレビの d ボタン（データ放送） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：大阪市 ホームページ 

 テレビを見ながら簡単なリモコン操作で、防災情報を確認することができる。 
 NHK 放送の場合、災害が発生した際震度や波の高さ、発令されている警報・注意

報などの情報を把握できる。 

 気象庁 HP では全国の情報が表示されるが、熊本地方気象台では熊本県の情報のみ
が表示されるため、必要な情報をいち早く確認できる。 
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入手できる情報③（洪水予報・水位到達情報：テレビ） 

■NHK 地上デジタル放送による河川防災情報の提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：地上デジタル放送による河川情報の提供について（国土交通省ホームページ） 

入手できる情報④（洪水予報・水位到達情報：国土交通省） 

■川の防災情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：川の防災情報（https://www.river.go.jp/） 

 川の防災情報では、全国の河川の水位や降雨の情報など、水災害に関する様々な情
報を紹介している。 

 河川情報アラームメールでは、川の防災情報で提供される河川情報を携帯電話のメ
ールにてお知らせしている。 

 より身近に河川情報を入手し、適切な避難行動に役立ててもらうために、国土交通
省では放送局向けの情報配信システムの整備を行い、放送局等と協力して地上デジ
タルテレビのデータ放送による河川情報の提供を進めている。 
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入手できる情報⑤（洪水予報・水位到達情報：国土交通省） 

■水害リスクライン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：水害リスクライン（https://frl.river.go.jp/） 

入手できる情報⑥（洪水予報・水位到達情報：気象庁） 

■洪水キキクル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：洪水キキクル（https://www.jma.go.jp/bosai/risk/） 

 上下流連続的に洪水危険度を表示（見える化）し、災害の切迫感をわかりやすく伝
えるため開発したシステム。 

 左右岸別・概ね２００ｍごとに計算した水位と堤防の高さや危険水位を比較するこ
とで、その区間の洪水の危険度（越水による氾濫や危険水位の超過）を表示する。 

 大雨による中小河川（水位周知河川及びその他河川）の洪水災害発生の危険度の高
まりを５段階に色分けして地図上に示したもの。 

 危険度の判定には３時間先までの流域雨量指数の予測値を用いており、中小河川の
特徴である急激な増水による危険度の高まりを事前に確認することができる。 
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入手できる情報⑦（避難に関する情報：国土交通省） 

■緊急速報メールを活用した洪水情報のプッシュ型配信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：熊本県央水災害対策合同会議資料（R7.5） 

入手できる情報⑧（避難に関する情報：各市町村） 

■防災メールや公式 LINE を用いた防災情報の発信（参考：熊本市、御船町） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：熊本市ホームページ、御船町ホームページ 

 平成 30 年５月１日から、国が管理する白川、緑川で、川が氾濫する可能性が高まっ
た時に、対象の地域にいる人に氾濫の危険をお知らせする情報が自動で発信されるよ
うになった。 

 各市町村において、公式 LINE や防災メールを用いた防災情報の発信が行われてい
る。 

 熊本市や御船町では、公式 LINE や登録制メールを活用し、避難指示等の発令情報を
発信している。 
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入手できる情報⑨（気象情報・防災情報：防災系アプリその１） 

■LINE スマート通知 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入手できる情報⑩（気象情報・防災情報：防災系アプリその２） 

■Yahoo！防災速報アプリ（無料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「LINE スマート通知」は、天気予報や防災速報、スポーツ情報などから欲しい情
報を選択することで、必要なタイミングで情報を受け取ることができる LINE 公式
アカウントである。 

 自ら探しにいかなくても、必要な情報が LINE に届くため、大事な情報を見逃すこ
とがない。 

 さまざまな防災情報を迅速にプッシュ通知する。 
 自宅、実家、勤め先など、最大で 3 ヶ所まで通知したい場所を登録可能である。 
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入手できる情報⑪（気象情報・防災情報：防災系アプリその３） 

■NHK ONE ニュース・防災（無料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 さまざまな防災情報を迅速にプッシュ通知する。 
 自宅、実家、勤め先など、最大で 3 ヶ所まで通知したい場所を登録可能である。 
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【参考６】業種別の基本シート  
主な業種別（製造業、卸売・小売・飲食業、福祉施設）における基本シートを以下に示す。 
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


製造業 
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



卸売・小売・飲食業 
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
 福祉施設 



 

 
 

 

 

【問い合わせ先】 

熊本河川国道事務所 流域治水課 

〒861-8029 熊本市東区西原一丁目１２－１ 

TEL：096-382-1111（代表） 

TEL：096-382-1132（直通） 

 

【協力】 

熊本市 経済政策課 

御船町 商工観光課 

コストコホールセールジャパン株式会社 熊本御船倉庫店 

株式会社 鶴屋百貨店 

--------------------------------------------- 

WEB アンケートご協力のお願い 

--------------------------------------------- 

本 BCP 作成マニュアルの改善を目的として、実際にご利用

いただく皆様の視点からご意見をお伺いし、今後の改善に反

映させていただきたく、アンケートを実施しています。 

ご協力のほどよろしくお願いいたします。 

 

 

アンケート URL：https://forms.office.com/r/zsqfVbn5YZ 


